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研究成果の概要（和文）：我が国は、多くの地方都市で人口減少が進んでいる。人口減少時代においては、従来
の成長管理型の計画手法ではなく、既存都市内の再構成手法が求められ、都市環境改善・減災の視点からは「ど
こに、どのような緑地を復元するか？（グリーンインフラ（GI）化）」という視点が重要となる。そこで本研究
では、実際に人口減少が進む都市を対象に、多面的かつ科学的視点からのGI化指針をステークホルダーに伝える
ための人口減少適応型GI計画指針図を作成し、その指針図を利用して人口減少適応型GI計画シナリオをシャレッ
トWSで作成した。また、これら実践を通して、他都市でも活用可能な「人口減少適応型GI計画ガイドライン」を
作成した。

研究成果の概要（英文）：Japan's population is declining in many local cities. In declining 
population era, a reconfiguration method within existing urban areas is required, rather than the 
conventional growth management planning method, and from the viewpoint of urban environment 
improvement and disaster mitigation, the perspective of "where and what kind of green space should 
be restored? (making green infrastructure)" is important. Therefore, in this study, a green 
infrastructure planning guideline map for urban areas with declining populations was created to 
communicate with the stakeholders from a multifaceted and scientific perspective, and a green 
infrastructure planning scenario for urban areas with declining populations was created in a 
charrette workshop using this guideline map. Through these practices, we also developed "Guidelines 
for Population Decline Adaptive Green Infrastructure Planning" that can be used in other cities.

研究分野：都市計画
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研究成果の学術的意義や社会的意義
例えば、都市の気候環境については、気象学等で研究が行われてきており、研究蓄積は多い。しかし、それら多
くは認識科学的視点に基づくものであり、現象解明に目的がある。そのため、これらの成果が実社会の都市づく
りに活かされることは稀であった。これは地盤環境、水環境、生態環境でも同様である。そのような中、本研究
課題は認識科学的分野（地盤環境、水環境、都市気候環境、生態環境）の専門家と、設計科学的分野（建築計
画、都市計画、ランドスケープ）の専門家の協働を通して、認識科学的視点に基づく研究成果をもとに、都市づ
くりの現場で役立つ指針作成を行うという設計科学的視点に基づくものであり、この点に本研究の特色がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
(1) 背景 1：人口減少時代の到来 
近年、我が国の多くの都市において、その人口は減少傾向にある。実際、2005 年の我が国の

「人口動態統計（厚生労働省）」では、1899 年に統計を取り始めて以来、はじめて人口の自然減
が確認され、いわゆる「人口減少時代」に突入した。地方都市において、その傾向は特に顕著で、
建築・都市計画分野においてもその対応が必要と考えられる。 
 
(2) 背景 2：「都市環境の悪化」「頻発する自然災害」とグリーンインフラ（GI） 
 近年、夏季のヒートアイランド現象が日本各地で深刻化し、例えば熱中症患者の搬送者数も全
国的に増加傾向にある。また、宅地開発等による都市部の生態系劣化は、現在もなお進行中であ
り、その文化的サービスも劣化していると考えられる。このような都市環境の改善のための方策
のひとつとして、都市内緑地を適切に保全、整備し、その効果を効率良く利用すること（例：緑
による風の道の整備、エコロジカルネットワークの整備等）が求められる。 
 また近年、豪雨災害を中心として、国内各地で様々な自然災害（例：平成 30 年 7 月豪雨、令
和元年台風 19 号）が発生している。豪雨災害に対しては、従来の土木構造物（グレーインフラ）
による対策が基本となるが、気候変動により、グレーインフラ設計時の想定を越える自然災害が
発生している現在、都市内緑地の雨水貯留効果や土砂災害防止効果を、適切に利用する必要があ
る。 
 以上述べたような、都市環境改善・減災に資する能力を有する緑地「グリーンインフラ（以下、
GI）」は都市内で適材適所の配置がなされ、はじめて有効となるが、多面的なグリーンインフラ
の効果を総合的に考慮し、適正配置を行う手法は、未だ確立されていない。 
 
(3) 背景 3：人口減少適応型グリーンインフラ計画の必要性 
 多面的な視点から、保全すべき緑地抽出を行うための手法として、米国ではイアン・L・マク
ハーグの「Design with Nature（Natural History Press, 1969）」に代表される「エコロジカルプラン
ニング手法」が提案され、また実践もされてきた。しかし、これらの手法は都市の成長を前提と
したもので「都市化を如何に誘導するか？」もしくは「開発から自然環境を如何に守るか？」と
いった「成長管理」の視点からつくられている。しかし、人口減少時代が到来しつつある我が国
では、従来の成長管理的な手法から、既存都市内の再構成手法への移行が求められている。特に、
都市的土地利用に対する需要が小さくなることが予想されるため、人口減少の結果、都市内に発
生する未利用地・低利用地の中で、自然環境に戻すべき場所を積極的かつ効果的に緑地に戻すこ
と（都市内再自然化）により、有効な GI 計画が可能になるものと思われる。そのため、「人口減
少適応型 GI 計画」の手法確立は、人口減少や気候変動の影響が顕著となりつつある我が国にお
いて、喫緊の課題と言える。 
 
(4) 総括（背景） 

しかし、このような GI 計画の方法論は確立されておらず、人口減少適応型 GI 計画手法の確
立、およびそのような都市ビジョンの提示は今日的課題と考えられる。なお、本研究課題におい
ては「都市化を如何に誘導するか？」といったこれまでの視点以上に、「多面的なグリーンイン
フラの機能を効果的に利用するためには、どこに、どのような自然環境を復元すると効果的か？」
といった視点が重要と考える。これが本研究課題の学術的「問い」である。 
 
２．研究の目的 
(1) 目的 
以上のような背景から本研究課題では、実際に人口減少の兆候が見られる、広島県呉市を対象

とし、複数分野による科学的視点からの GI 計画指針をステークホルダー（住民、自治体、都市
プランナー等）に伝えるための「人口減少適応型 GI 計画指針図」を作成することを第 1 の目的、
とした。この「人口減少適応型 GI 計画指針図」は都市環境関連諸分野（地盤環境分野（土）、水
環境分野（水）、都市気候環境分野（大気）、生態環境分野（生物・緑）等）からの GI 計画への
提言を地図上にわかりやすく表現した地図集である。具体的には、対象地を各分野の視点からゾ
ーニングし、各ゾーンに対して適正な GI 計画指針（「どこに、どのような緑地を復元すると効果
的か？」）を示した地図の集合である。なお、ここでは特に人口減少を考慮し「GI 化推奨ゾーン」
の設定を、各分野の視点から行った。 
 次に、ステークホルダー協働型の GI 計画シナリオ作成シャレットワークショップ（WS）を実
施し、その場で 4 分野の人口減少適応型 GI 計画指針図を実際に利用して、多面的視点に基づく
人口減少適応型 GI 計画シナリオを作成することを第 2 の目的とした（ここでは人口減少適応型
GI 計画指針図のような科学的知見とともに、地域の知や生活者の意向も反映したシナリオを作
成することを意図してシャレット WS 手法を用いることとした）。そして最後に、対象都市での
実践を通して、他都市でも活用可能な形で「人口減少適応型 GI 計画ガイドライン」を作成する
ことを第 3 の目的とした。 



(2) 本研究の着想に至った経緯 
研究代表者は、近年、①人口減少時代の都市構造再編に向けた研究（都市計画分野）、および

②ヒートアイランド現象緩和型の都市づくりに向けた研究（都市気候環境分野）を並行して進め
てきた。その過程で、都市の人口減少が、都市内再自然化、さらにはグリーンインフラ整備の機
会にも成り得ると考えた。さらに、都市気候環境分野のみならず、地盤環境、水環境、生態環境
を総合的に捉えた上で、GI 計画を作成することが、都市環境改善および減災につながると考え
るようになった。しかしながら、研究代表者のみで、これを実現することは困難であることから、
地盤環境分野、水環境分野、生態環境分野、そして建築計画分野、都市計画分野（環境、防災）、
ランドスケープ分野の研究者との協働が必要と考え、本研究課題のチームをつくるに至った。 
 
(3) 関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 

例えば、都市気候環境については、国内外を問わず、気象学、地理学、建築学等、幅広い分野
で研究が行われてきており、その蓄積は多い。日本建築学会の論文集を見ても、研究代表者のも
の（次頁参照）も含め多くの研究がなされている。しかし、それらの多くは認識科学的視点に基
づくものであり、現象の解明（例：都市高温化の要因分析）そのものに目的がある。そのため、
これらの成果が実社会の都市づくりに活かされることは稀であった。これは地盤環境分野、水環
境分野、生態環境分野でも同様である。そのような状況の中、本研究課題は認識科学的分野（地
盤環境分野、水環境分野、都市気候環境分野、生態環境分野）の専門家と、設計科学的分野（建
築計画、都市計画、ランドスケープ）の専門家の協働を通して、認識科学的視点に基づく研究成
果をもとに、都市づくりの現場で実際に役立つ指針作成を行うという設計科学的視点に基づく
ものであり、この点に本研究の特色があると考える。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題は以下の計画に従い進めることとした。なお研究対象地は、人口減少の兆候が既に
見られ、また研究代表者がこれまで研究フィールドとして実際に研究活動を行ってきた広島県
呉市とした。 
(1) 各分野（地盤、水、気候、生態）の視点による「人口減少適応型 GI 計画指針図」の作成（作
成した地図群を「人口減少適応型 GI 計画指針図集」と呼ぶ） 
 近年の都市環境や減災上の課題を考慮すると、GI 計画策定にあたっては、自然条件として土、
水、大気、生態系といった環境要素を考慮すべきと考えられる。そこで、これら各要素を扱う地
盤環境分野、水環境分野、都市気候環境分野、生態環境分野の各分野で提案されている土地評価
モデル等を用いて対象地のゾーニングを行い、それぞれのゾーンに対して「GI 化推奨ゾーン」
等を示した。以下に各分野からの「人口減少適応型 GI 計画指針図」の概要を示す（図 1）。 
■地盤環境分野による「人口減少適応型 GI 計画指針図」 
 従来、地盤環境分野ではハザードマップが提案されてきた。そこで、既存のハザードマップ（地
震災害・土砂災害）の作成モデルを利用し「地盤環境分野による『人口減少適応型 GI 計画指針
図』」を作成した。例えば、地盤環境の視点から見て危険な地域（本来は都市化に適さない地域）
については、都市化を制限し、将来的には自然環境を復元することが望ましい。そこで、そのよ
うな場所を GI 化推奨ゾーンとした。 
■水環境分野による「人口減少適応型 GI 計画指針図」 
 水環境学の分野で提案されている土地評価モデルを活用し、地下水浸透のために保全すべき
緑地、新たな緑化が必要な区域、水害危険区域など（自然環境を復元していくことが望ましい GI
化推奨ゾーン）を表現した
「水環境分野による『人口
減少適応型 GI 計画指針
図』」を作成した。 
■都市気候環境分野によ
る「人口減少適応型 GI 計
画指針図」 
 対象地を都市気候特性
に基づきゾーニングし、熱
環境緩和の為の緑化推奨
区域や、都市換気のための
「風の道」推奨区域などを
表現した「都市気候環境分
野による『人口減少適応型
GI 計画指針図』」を作成し
た。なお、日本建築学会等
では、「クリマアトラス」と
いう名称でこれに類似す
る地図の検討を行ってき
たので、それらの成果を利
用した。 
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図 1 人口減少適応型 GI 計画指針図集のイメージ図 



■生態環境分野による「人口減少適応型 GI 計画指針図」 
 生態学では豊かな生態系の指標となる生物種や、貴重種の潜在生息地（ポテンシャルハビタッ
ト）を抽出するモデルの開発が近年活発に行われている。本研究課題では対象地において指標種
を定めた後、これらのモデルを利用して、その潜在生息地を抽出した。この潜在生息地は生態環
境の視点から見た「保全すべき場所」となる。また、既存の緑地間の距離を、一定距離以下に短
くすることにより、緑地間を生物が移動できるようになり、これが「生態ネットワーク」として
機能するが、潜在的にこのような「生態的ネットワーク」形成に寄与する区域が GI 化推奨ゾー
ンとなる。そこで、これらを表現した地図を「生態環境分野による『人口減少適応型 GI 計画指
針図』」とした。 
 
(2) シャレットワークショップによる人口減少適応型 GI 計画シナリオ作成 
 対象都市において、シャレット WS（住民、自治体、建築家、都市計画プランナー、ランドス
ケーププランナー等が参加）を実施し、対象都市の GI 計画シナリオを作成した。シャレット WS
では、参加者に対して「人口減少適応型 GI 計画指針図集」を提供することとし、参加者がこの
地図集を参考にすることにより多面的かつ科学的知見に基づいた GI 計画シナリオを作成するこ
とが可能となった。なお、ここでは建築計画的方策、都市環境計画的方策、都市防災計画的方策、
ランドスケープ計画的方策を検討することとした。また、シャレット WS という手法を用いるこ
とにより、科学的知見をベースにしながらも、地域の知や生活者の意向も反映した形で人口減少
適応型 GI 計画シナリオ作成を行うことが可能となった。 
 
(3) 人口減少適応型 GI 計画ガイドラインの提案、および GI 計画シナリオ作成手法の提案 
 (1)(2)の成果をもとに、一般化可能な人口減少適応型 GI 計画ガイドラインを抽出し、その整
理・提案を行った。また、以上の実践をもとに、人口減少適応型 GI 計画シナリオ作成手法（人
口減少適応型 GI 計画指針図集の作成手法も含む）のあり方について検証を行い、その手法の提
案を行った 
 
４．研究成果 
(1) 各分野（地盤、水、気候、生態）の視点による「人口減少適応型 GI 計画指針図」の作成 
 作成した「人口減少適応型 GI 計画指針図集」の例として、地盤環境分野と都市気候環境分野
による「人口減少適応型 GI 計画指針図」を、図 2、図 3 に、それぞれ示す。 
 

 

図 2 地盤環境分野による「人口減少適応型 GI 計画指針図」 

 



 

図 3 都市気候環境分野による「人口減少適応型 GI 計画指針図」 

 
(2) シャレットワークショップによる人口減少適応型 GI 計画シナリオ作成 
 対象都市において、シャレット WS を実施した（図 4）。その成果の例を図 5 に示す。この計

画シナリオによる都市環境改善・防災効果をシミュレーションにより予測したところ、対象地の

平均気温は 0.6℃下がり、浸水面積は 15 万 m2減り、土砂災害危険エリアの建物数はなくなると

いう結果となった。このことから、効果は一定程度見られるシナリオであるといえ、本研究課題

で提案した手法による、人口減少適応型 GI 計画シナリオ作成は有効と考えられる。 
 

 
図 4 シャレット WS の様子          図 5「人口減少適応型 GI 計画シナリオ」 

                               （例：斜面市街地） 

 

(3) 人口減少適応型 GI 計画ガイドラインの提案、および GI 計画シナリオ作成手法の提案 
 (2)の人口減少適応型 GI 計画シナリオをもとに、ガイドラインをまとめるとともに、GI 計画シ

ナリオ作成手法の提案を行った（図 6）。 

 
図 6  GI 計画シナリオ作成手法（本研究課題の成果をもとに提案） 
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